




























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































北 星 論 集（経） 第５３巻 第１号（通巻第６４号）
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例の概況（下）」金融法務事情１８９９号５７頁等。
（９）荒井哲郎「流動性預金の時間的包括的差押え
について」消費者法ニュース８０号３４８頁。
（１０）民法（債権法）改正検討委員会編「債権法改
正の基本方針」別冊 NBL１２６号３８５頁。以下，
「基本方針」とする。
（１１）大阪弁護士会「実務家からみた民法改正」別
冊 NBL１３１号２４７頁。
（１２）最判昭和４６年１１月３０日判例時報６５３号９０頁。
（１３）東京地方裁判所民事執行センター実務研究会
編著『民事執行の実務―債権執行編（上）〔第
２版〕』（きんざい，２００９年）８８頁。
（１４）第三債務者に対する弁済禁止の効力に関し，
第三債務者が差押債権を特定できない間に債
務者に対し弁済がなされることによる二重払
いのリスクや，逆に，第三債務者が債務者に
弁済することを躊躇した結果生じうる債務不
履行責任の可能性が指摘される。松丸・前掲
注（８）７１３頁以下，東京地方裁判所民事執行
センター実務研究会・前掲注（１３）８９頁。
（１５）中野貞一郎『民事執行法〔増補新訂六版〕』
（青林書院，２０１０年）６６３頁。
（１６）中野・前掲注（１５）６４２頁。
（１７）松本博之『民事執行保全法』（弘文堂，２０１１年）
２５１，２５９頁。他に，福永有利『民事執行法・
民事保全法〔第２版〕』（成文堂，２０１１年）１８２
頁，中野・前掲注（１５）６６３頁，東京地方裁判
所民事執行センター実務研究会・前掲注（１３）
８９頁等。
（１８）中野・前掲注（１５）６６３頁。
（１９）大阪高判昭和４９年１１月２９日下級裁判所民事裁
判例集２５巻９～１２号１０２７頁，判時７７７号５２頁。
（２０）我妻榮『債権各論中巻二（民法講義 V３）』（岩
波書店，１９６２年）７４２頁。
（２１）判タ・前掲注（８）３０７頁。
（２２）笠井・前掲注（３）１９１頁。
（２３）大門ほか・前掲注（１５）６４９頁。
（２４）東京地方裁判所民事執行センター実務研究会・
前掲注（１３）１２２頁。
（２５）中野・前掲注（１５）６４９頁。
（２６）同・前掲注（２５）。
（２７）基本方針・前掲注（１０）【３．２．１１．１７】参照。
（２８）堂園・前掲注（８）。また，この提案を受け，
法制審議会においては，その提案を受け入れ
た場合の執行法等他の法律への影響や，将来
預金に対する債権差押における債権の特定の
問題が指摘されている。法制審議会・民法
（債権関係）部会第１８回議事録（http：／／www．
moj．go．jp／content／００００５８４３２．pdf）１６頁〔高
須，山本（和），岡本発言〕。
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